
都市計画法の主な改正点（Ｈ18改正）

１ 大規模集客施設の立地規制１ 大規模集客施設の立地規制

３ 開発許可制度の見直し３ 開発許可制度の見直し

５ 都市計画提案制度の拡充５ 都市計画提案制度の拡充

２ 準都市計画区域制度の拡充２ 準都市計画区域制度の拡充

４ 開発整備促進区の創設４ 開発整備促進区の創設

６ 広域調整手続きの充実６ 広域調整手続きの充実
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１ 大規模集客施設（床面積１万㎡超）の立地規制

○立地可能な用途を、原則として商業系用途に限定○立地可能な用途を、原則として商業系用途に限定
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１ 大規模集客施設（床面積１万㎡超）の立地規制

【大規模集客施設とは】

○「劇場」「映画館」「演芸場」「観覧場」「店舗」「飲食店」「展示場」

「遊技場」「勝馬投票券売場所」「場外車券売場」「場内車券売場」

「勝舟投票券売場所」に供する建築物であって、

その用途に供する部分の床面積の合計が１万㎡を超えるもの。

※「劇場」「映画館」「演芸場」「観覧場」の場合は客席部分の面積。

近隣商業地域
商業地域

準工業地域
※特別用途地区による立地規制

が国による「中心市街地活性化

基本計画」認定の要件
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市街化調整区域
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【立地制限なし】 【地区計画の策定により立地の可能性】

※開発整備促進区

（用途制限の緩和）

※適合する計画的開発

工業専用地域 ※再開発促進区等



２ 準都市計画区域制度の拡充

３ 開発許可制度の見直し

○土地利用の整序または環境の保全が必要な区域

○大規模住宅開発等の許可基準を廃止

○都市計画区域に準じ「準都市計画区域」を指定

○広く指定する観点から、指定権者を市町村から県へ

○容積率・建ぺい率等､建築基準法の「集団規定」の適用
○大規模集客施設の立地を規制（非線引き都計区域化）
○改正前と異なり、農地を含めて指定が可能 等

○公共公益施設について、開発許可を適用
学校、社会福祉施設、病院、診療所、多数が利用する庁舎 等



４ 開発整備促進区（地区計画制度）の創設

○大規模集客施設→改正法により立地をいったん制限

○その上で、地域に真に必要と判断
→都市計画の手続きを経て、適正に施設を立地

○用途を緩和する地区計画の創設→「開発整備促進区」

【対象地域】

①第二種
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②準住居地域

③工業地域
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特定行政庁の許可
交通・安全・防火・衛生

上の観点から許可

↓

用途規制適用除外
１万㎡超大規模集客施

設の立地規制を除外



５ 都市計画提案制度の拡充

６ 広域調整手続きの充実

○市町村が定める都市計画が周辺市町村等に影響を
及ぼす場合、広域的観点からの判断・調整が必要

○都市計画決定等に関する提案をできる対象者の追加
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追
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○県が関係市町村からの意見聴取等を実施
①一の市町村を超える広域の見地からの調整の観点
②県が定める都市計画との整合性の観点



改正法の施行期日

○大規模集客施設の立地規制

○開発許可制度の見直し

○開発整備促進区の創設

Ｈ１９．１１．３０

○準都市計画区域制度の拡充

○広域調整手続きの充実

Ｈ１８．１１．３０

○都市計画提案制度の拡充Ｈ１８． ８．３０

○都市計画法の改正Ｈ１８． ５．３１

（以降、段階的に施行）

全面施行全面施行


